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労災支給処分の取消訴訟における特定事業主の原告適格の有無

事実の概要

　被上告人Ｘ社（一審原告、控訴人、以下「Ｘ社」）
は、中小企業における特定保険業等を営む一般財
団法人であり、労働保険の保険料徴収に関する法
律（以下「徴収法」）12 条 3 項に基づくいわゆる
メリット制の適用を受ける事業主（以下「特定事
業主」）である。
　Ｘ社の支局において勤務していた上告補助参加
人（以下「補助参加人」）が精神疾患を発症したこ
とについて、札幌中央労基署長（以下「本件処分
庁」）は、平成 30 年 9月 14 日、補助参加人に対し、
療養補償給付を支給する旨の処分をした。Ｘ社は、
平成 31 年 3 月 7 日、療養補償給付の支給処分の
取消しを求めて訴訟を提起した（第 1事件）。ま
た、本件処分庁は、令和元年 10 月 2 日、休業補
償給付を支給する旨の処分をした。Ｘ社は、令和
2年 4月 1日、休業補償給付の支給処分の取消し
を求めて、訴訟を提起した（第 2事件）。
　Ｘ社の労災保険料について、補助参加人に支給
された保険給付額がメリット収支率に反映される
令和 2年度から令和 5年度までの期間における、
補助参加人に対する保険給付額を算定の基礎とす
る場合の労災保険料額と算定の基礎としない場合
の労災保険料額との差額は758万7198円となる。
　第一審（東京地判令 4・4・15 労判 1285 号 39 頁）
は、最大判平 17・12・7（民集 59 巻 10 号 2645 頁）
を引用して原告適格に関する判断枠組みを示した
上で、「労災保険法は、専ら、被災労働者等の法

的利益の保護を図ることのみを目的とし、事業主
の利益を考慮しないことを前提としていると解す
るのが相当であり」、「労災保険法が、業務災害支
給処分との関係で、特定事業主の労働保険料に係
る法律上の利益を保護していると解する法律上の
根拠は見出せない。」「そうすると、……当該特定
事業主の利益は、行訴法 9条 1 項にいう法律上
保護された利益には当たらず、特定事業主は、業
務災害支給処分の取消訴訟の原告適格を有しな
いと解するのが相当である」と判示して、Ｘ社
の主張を退けた。これに対して、原審（東京高判
令 4・11・29 労判 1285 号 30 頁）は、「特定事業主
は、自らの事業に係る業務災害支給処分がされた
場合、同処分の法的効果により労働保険料の納付
義務の範囲が増大して直接具体的な不利益を被る
おそれのある者であるから、同処分の取消しを求
めるにつき『法律上の利益を有する者』（行訴法
9条 1項）として、同処分の取消訴訟の原告適格
を有するものと解するのが相当である」と判示し
て、Ｘ社の原告適格を有するとして第一審判決を
取り消して、差し戻した。そこで、上告人国（一
審被告、被控訴人）が上告したのが、本件である。

判決の要旨

　破棄自判。
　行訴法「9条 1項にいう処分の取消しを求める
につき『法律上の利益を有する者』とは、当該処
分により自己の権利若しくは法律上保護された利
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益を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのあ
る者をいうところ、本件においては、特定事業に
ついてされた労災支給処分に基づく労災保険給付
の額が当然に当該特定事業の事業主の納付すべき
労働保険料の額の決定に影響を及ぼすこととなる
か否かが問題となる。」
　「労災保険法は、労災保険給付の支給又は不支
給の判断を、その請求をした被災労働者等に対
する行政処分をもって行うこととしている（12
条の 8第 2 項参照）。これは、被災労働者等の迅
速かつ公正な保護という労災保険の目的（1条参
照）に照らし、労災保険給付に係る多数の法律関
係を早期に確定するとともに、専門の不服審査機
関による特別の不服申立ての制度を用意するこ
と（38 条 1 項）によって、被災労働者等の権利
利益の実効的な救済を図る趣旨に出たものであっ
て、特定事業の事業主の納付すべき労働保険料の
額を決定する際の基礎となる法律関係まで早期に
確定しようとするものとは解されない。仮に、労
災支給処分によって上記法律関係まで確定される
とすれば、当該特定事業の事業主にはこれを争う
機会が与えられるべきものと解されるが、それで
は、労災保険給付に係る法律関係を早期に確定す
るといった労災保険法の趣旨が損なわれることと
なる。」
　「また、徴収法は、労災保険率について、将来
にわたって、労災保険の事業に係る財政の均衡を
保つことができるものでなければならないものと
した上で、特定事業の労災保険率については、基
準労災保険率を基礎としつつ、特定事業ごとの労
災保険給付の額に応じ、メリット収支率を介して
増減し得るものとしている。これは、上記財政の
均衡を保つことができる範囲内において、事業主
間の公平を図るとともに、事業主による災害防止
の努力を促進する趣旨のものであるところ、客観
的に支給要件を満たさない労災保険給付の額を特
定事業の事業主の納付すべき労働保険料の額を決
定する際の基礎とすることは、上記趣旨に反する
し、客観的に支給要件を満たすものの額のみを基
礎としたからといって、上記財政の均衡を欠く事
態に至るとは考えられない。そして、……労働保
険料の徴収等に関する制度の仕組みにも照らせ
ば、労働保険料の額は、申告又は保険料認定処分
の時に決定することができれば足り、労災支給処
分によってその基礎となる法律関係を確定してお

くべき必要性は見いだし難い。」
　「以上によれば、特定事業について支給された
労災保険給付のうち客観的に支給要件を満たさな
いものの額は、当該特定事業の事業主の納付すべ
き労働保険料の額を決定する際の基礎とはならな
いものと解するのが相当である。そうすると、特
定事業についてされた労災支給処分に基づく労災
保険給付の額が当然に上記の決定に影響を及ぼす
ものではないから、特定事業の事業主は、その特
定事業についてされた労災支給処分により自己の
権利若しくは法律上保護された利益を侵害され又
は必然的に侵害されるおそれのある者に当たると
いうことはできない。」
　「したがって、特定事業の事業主は、上記労災
支給処分の取消訴訟の原告適格を有しないという
べきである。」
　「以上のように解したとしても、特定事業の事
業主は、自己に対する保険料認定処分についての
不服申立て又はその取消訴訟において、当該保険
料認定処分自体の違法事由として、客観的に支給
要件を満たさない労災保険給付の額が基礎とされ
たことにより労働保険料が増額されたことを主張
することができるから、上記事業主の手続保障に
欠けるところはない。」

判例の解説１）

　一　本判決の特徴と意義
　本件は、メリット制の適用を受ける特定事業主
が自らの事業についてなされた労災支給処分の取
消しを求める原告適格を有するか否かが争われた
事件である。特定事業主の原告適格の有無が争
点となった従来の裁判例として、自らが雇用する
労働者に対して労災支給処分がなされたことによ
り、メリット制に基づき労働保険料増額の認定処
分を受けた特定事業主が増額された保険料額の
認定に係る部分の取消しを求めた国・歳入徴収官
神奈川労働局長（医療法人社団総生会）事件２）や、
被災労働者に対してなされた労災支給処分により
労災保険率が増加し、労働保険の保険料の納付義
務の範囲が増大した特定事業主が各支給処分の取
消しを求めた株式会社Ｚ事件３）がある。本件は労
災支給処分の取消訴訟における原告適格が直接争
いとなっており、後者と同一の事案類型に属する。
　本判決は、特定事業主は行訴法 9条 1 項にお
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ける「法律上の利益を有する者」に該当しないた
め、労災支給処分の取消訴訟の原告適格を有しな
いと判示した。
　後述のとおり、本判決以前は裁判例、厚生労
働省「労働保険徴収法第 12 条第 3項の適用事業
主の不服の取扱いに関する検討会報告書」（令和
4年 12 月、以下「検討会報告書」）及び通達４）にお
いて特定事業主の原告適格の有無について立場が
分かれていたところ、最高裁として初めて判断を
示した点に本判決の第一の意義がある。
　さらに、本判決は特定事業主が労働保険認定処
分の違法性を争う方法を明確にした点に実務的意
義が認められよう。

　二　判旨における法理の検討
　１　特定事業主の原告適格に関する議論の動向
　従来、労災行政実務は、労災支給処分の取消訴
訟における事業主の原告適格を認めないとする立
場を取っていた５）。しかし、労働者の遺族と労基
署との間の労災保険給付不支給処分取消訴訟に使
用者が労基署長に対して補助参加できるか否かが
争点となったレンゴー事件６）が、労働基準監督
署長の敗訴を防ぐことに法律上の利害関係を有す
ることから特定事業主が被災労働者の労災保険給
付の不支給処分の取消判決に補助参加することが
できると判示したことを受けて、学説からは特定
事業主に取消訴訟の原告適格が認められる可能性
がありうるとの指摘がなされていた７）。
　裁判例においては、前掲国・歳入徴収官神奈川
労働局長（医療法人社団総生会）事件第一審判決
が「特定事業主は、自らの事業に係る労災支給処
分がなされた場合、同処分の法的効果により労働
保険料の納付義務の範囲が増大して直接具体的な
不利益を被るおそれがある」として原告適格を認
め、控訴審もこの立場を維持した８）。他方で、前
掲株式会社Ｚ事件は、「特定事業主の利益は、個々
の保険給付等の支給処分において考慮されるべき
利益ではない」ことを根拠に原告適格を否定した。
その後、本件第一審判決が原告適格を否定した一
方で、原判決は肯定しており、裁判所の判断は統
一されていなかった。
　原判決の後、特定事業主には労災支給処分の不
服申立適格等が認められないとの立場を堅持した
上で、特定事業主が保険料認定処分に不服を持つ
場合の対応をまとめた検討会報告書が公表され、

検討会報告書に基づき通達が発せられた。
　本判決は、下級審裁判例において判断が分かれ
ていた状況に、検討会報告書及び通達に沿って決
着をつけたものと位置づけることができる。
　２　労災保険法と徴収法との関係
　本判決は、労災保険法及び徴収法の趣旨・目的
と労働保険料の徴収等に関する制度の仕組みを踏
まえて、「特定事業主について支給された労災保
険給付のうち客観的に支給要件を満たさないもの
の額は、当該特定事業の事業主の納付すべき労働
保険料の額を決定する際の基礎とはなら」ず、「特
定事業についてされた労災支給処分に基づく労災
保険給付の額が当然に上記の決定に影響を及ぼす
ものではない」ことから、特定事業主の労災支給
処分の取消訴訟における原告適格を否定する。本
判決は、特定事業主について支給された労災保険
給付を、客観的に支給要件を満たすものと満たさ
ないものに分けている点に法理的特徴がある。
　まず、本判決は労災保険法の目的を「被災労働
者等の迅速かつ公正な保護」であるとした上で、
労災保険給付に係る多数の法律関係を早期に確定
することと、被災労働者等の権利利益の実効的な
救済を図ることが趣旨であると判示する。労働法・
社会保障法の学説は、メリット制の適用による保
険料の引き上げと、労働者の受給する保険給付と
は理論的・制度的に相互に独立した仕組みであり、
メリット制を理由に保険給付に係る労働者の地位
が不安定になることは制度趣旨と合致しないこ
と９）、被災労働者がメリット制の適用がある企業
に雇用されているか否かで保険給付支給決定の安
定性が異なることは労災保険法の制度趣旨に照ら
して容認できないこと 10）、労働者と家族にとっ
て労災保険給付支給決定の早期確定はその生活保
障のために必要不可欠であること 11）などを根拠
として、特定事業主の原告適格を否定する見解が
大勢を占める。本判決における労災保険法の趣旨・
目的の理解は、これらの学説と整合的であると解
される。
　次に、本判決は、徴収法の趣旨を「事業主間の
公平を図るとともに、事業主による災害防止の
努力を促進する」ことと理解しており、行政解
釈 12）と一致する。その上で、労働保険料の徴収
等に関する制度の仕組みとの関係について、本判
決は「労働保険料の額は、申告又は保険料認定処
分の時に決定することができれば足り」る旨を判
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示している。この点、学説においても労災支給決
定処分がただちに特定事業主の労災メリット制に
よる保険料率引き上げに繋がるものではないこと
から、特定事業主の原告適格を認めることに反対
する見解 13）が示されており、共通性が見られる。
　以上のとおり、本判示部分は労働法・社会保障
法における学説に沿う判断であると位置づけるこ
とができる。特定事業主の原告適格を認めると被
災労働者等が法的に不安定な地位に置かれ、労災
保険制度の趣旨・目的に反することや、精神障害
や脳・心臓疾患の場合には様々な原因が競合し業
務上外の判断が特に困難となるため、特定事業主
による訴訟提起が多くなされる可能性があるこ
と、個別の労災支給処分がなされた時点では当該
処分により労働保険料が増額されるか否かは確定
しないことを考慮すると、特定事業主の原告適格
を否定したことは妥当であると考える。
　３　手続的保障
　本判決は、特定事業主に労働保険認定処分の違
法事由として、客観的に支給要件を満たさない労
災保険給付の額が基礎とされたことにより労働保
険料が増額されたことを主張することができるか
ら、特定事業主の手続的保障に欠けるところはな
いと判示する。
　この点、下級審裁判例では労災支給処分と保険
料認定処分の関係を「違法性の承継」の問題とし
て判断していたが、検討会報告書はこの 2つの処
分は「違法性の承継」が議論されている典型的な
行政過程とは異なるとしている。さらに、学説上、
特定事業主が労災支給処分について争うことがで
きず、手続的保障が不十分であるとの指摘がなさ
れていたところ、検討会報告書は「保険料認定処
分の不服申立等において、労災支給処分の支給要
件非該当性に関する主張を認める」、「労災支給処
分の支給要件非該当性が認められた場合には、そ
の労災保険支給処分が労働保険料に影響しないよ
う、労災保険料を再決定するなどの対応を行う」
ことが適切であるとする。本判決は検討会報告書
に沿って、被災労働者等の法的安定を図りつつ、
特定事業主の手続的保障も実現するというバラン
スをとった判断であると評価することができる。
　もっとも、いかに「支給要件非該当性」につい
て判断するか、同判断がその後の労災支給決定処
分や民事訴訟にどのような影響を与えうるかなど
重大な課題が残されていること 14）や、メリット

制による保険料の増額を回避するだけではなく、
労災民訴賠償責任の回避や賠償リスク軽減のた
め、保険料認定処分の不服申立等が利用される可
能性 15）が指摘されており、本判決の理論的及び
実務的影響は大きいものと思われる。

●――注
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号（2024 年）6頁、北岡大介「判批」労旬 2066 号（2024
年）11 頁、岩出誠「判批」ビジネスガイド 950 号（2024
年）40 頁、荒川正嗣「判批」先見労務管理 1737 号（2024
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